
九州防衛局達第３号

改正 令和４年３月３１日九州防衛局達第２号

改正 令和５年３月２４日九州防衛局達第２号

熊本防衛支局地方調整官等の専決及び代決に関する達を次のように定める。

平成２４年４月６日

九州防衛局長 廣瀨 行成

熊本防衛支局地方調整官等の専決及び代決に関する達

（通則）

第１条 熊本防衛支局長（以下「支局長」という。）の決裁事項についての専決及び代決は、

別に定めるもののほか、この達の定めるところによる。

（定義）

第２条 この達において「専決」とは、常に支局長に代わって支局長の決裁事項のうち特定

事項について決裁することをいい、「代決」とは、支局長又は専決すべき者が出張、休暇

その他の理由により不在であって、かつ、当該事項が至急に処理されなければならない場

合に、それらの者に代わって当該事項について決裁することをいう。

（専決事項）

第３条 地方調整官の専決事項は、別表第１のとおりとする。ただし、特に重要なものを除

く。

２ 建設調整官の専決事項は、別表第２のとおりとする。ただし、特に重要なものを除く。

（代決）

第４条 代決を行うことができるものは、別表第３のとおりとする。

２ 代決を行ったものは、速やかにその権限を有する者に報告しなければならない。

附 則（平成２４年４月６日九州防衛局達第３号）

この達は、平成２４年４月６日から施行する。

附 則（令和４年３月３１日九州防衛局達第２号）

この達は、令和４年４月１日から施行する。

附 則（令和５年３月２４日九州防衛局達第２号）

この達は、令和５年４月１日から施行する。

別表第１ 地方調整官専決事項

１ 総務課、業務課に関する事項

号 数 事 項

１ 法令、告示及び通達の通知



２ 調査、統計の作成、報告及び資料の収集、定例報告の提出

３ 自衛隊に属する航空機及び艦船への搭乗依頼及び輸送請求、給食その他協力依頼

４ 自衛隊の立入制限施設等への立入申請

５ 前各号に掲げる以外のもので地方調整官専決を適当と認める通常業務

２ 総務課に関する事項

号 数 事 項

１ 支局書式の制定及び改正

２ 人事院規則９－８０（扶養手当）第４条の規定による扶養親族の認定

３ 人事院規則９－２４（通勤手当）第４条の規定による通勤届の確認及び通勤手当

の決定又は改定

４ 人事院規則９－５４（住居手当）第７条の規定による住居届の確認及び住居手当

の決定又は改定

５ 人事院規則９－８９（単身赴任手当）第８条の規定による単身赴任届の確認及び

単身赴任手当の決定又は改定

６ 児童手当に関する訓令（昭和４７年防衛庁訓令第１号）に基づく事務

７ 給与の留守宅渡及び扶養親族に関する届出の特例手続きに関する訓令（昭和３５

年防衛庁訓令第３９号）に基づく事務

８ 職員のレクレーション計画に基づくレクレーションの実施

９ 国家公務員宿舎法施行規則（昭和３４年大蔵省令第１０号。以下「宿舎法施行規

則」という。）第９条の規定による宿舎貸与の承認及び承認書の交付

１０ 宿舎法施行規則第１０条の規定による同居の承認

１１ 宿舎法施行規則第２１条第２項の規定による模様替等の工事の承認

１２ 宿舎法施行規則第２４条の規定による明渡猶予の承認

１３ 国家公務員宿舎事務取扱準則（昭和３４年大蔵省訓令特第６。以下「宿舎事務取

扱準則」という。）第１４条第１項の規定による合同宿舎貸与要求書の所轄財務

局長への提出

１４ 宿舎事務取扱準則第１５条の規定による所轄財務局長への転任等の通報

１５ 建設工事の実施に関する達第７条の規定による工事入札状況調書の送付

１６ 前各号に掲げる以外のもので地方調整官専決を適当と認める通常業務

３ 業務課に関する事項

号 数 事 項

１ 防衛省所管国有財産取扱規則（平成１８年防衛庁訓令第１１８号。以下「国有財

産取扱規則」という。）第１１条の規定による土地及び建物以外の財産の取得



２ 国有財産取扱規則第１８条の規定による移築及び改築

３ 国有財産取扱規則第１９条第２項及び第３項の規定による他の各省各庁の使用並

びに同条第４項の規定による防衛大臣への報告

４ 国有財産取扱規則第２０条の規定による部局間の使用及び処理後の防衛大臣への

報告

５ 国有財産取扱規則第２１条第４項及び第５項の規定による一般の使用等の許可並

びに同条第６項の規定による防衛大臣への報告及び所轄財務局長等（国有財産取

扱規則第２１条第６項に規定する財務局長等をいう。以下同じ。）への通知

６ 国有財産取扱規則第２２条第２項の規定による所轄財務局長等への通知及び引継

ぎ並びに同条第３項の規定による用途廃止及び所轄財務局長等への通知

７ 国有財産取扱規則第２５条の規定による譲与又は売払い後の所轄財務局長等への

通知

８ 国有財産取扱規則第２７条第１項の規定による所轄財務局長等との協議

９ 国有財産取扱規則第２８条の規定による一般の使用等の許可の所轄財務局長等へ

の通知

１０ 国有財産取扱規則第２９条の規定による防衛大臣への報告

１１ 国有財産取扱規則第３３条の規定による国有財産の異動に係る防衛大臣への報告

１２ 国有財産取扱規則第３５条第２項の規定による境界確定後の防衛大臣への報告

１３ 国有財産取扱規則第３６条第１項の規定による台帳登録事務

１４ 国有財産取扱規則第３７条の規定による台帳附属図面の整備等

１５ 国有財産取扱規則第４０条の規定による庁舎等管理簿及び国有財産増減整理簿へ

の記載

１６ 防衛省所管国有財産（施設）の取扱いに関する訓令（昭和３８年防衛庁訓令第３

０号。以下「国有財産取扱訓令」という。）第６条第１項の規定による国有財産

供用通知書の供用事務担当官への送付

１７ 国有財産取扱訓令第７条第３項及び第４項の規定による国有財産仮供用の仮供用

事務担当官との協議及び通知書の送付

１８ 国有財産取扱訓令第８条第２項の規定による国有財産供用廃止通知書の供用事務

担当官への送付

１９ 国有財産取扱訓令第１１条第３項の規定による使用許可の供用事務担当官との協

議

２０ 国有財産取扱訓令第１３条の規定による使用許可の供用事務担当官への通知

２１ 国有財産取扱訓令第１４条第３項の規定による飛行場部外者使用状況の所轄財務

局長等への通知及び防衛大臣への報告

２２ 国有財産取扱訓令第１５条の規定による他の各省各庁等の使用

２３ 国有財産取扱訓令第１７条第１項及び第２項の規定による供用事務担当官への依

頼及び協議

２４ 国有財産取扱訓令第２３条第２項の規定による供用事務担当官への通知

２５ 国有資産等所在市町村交付金及び納付金に関する法律（昭和３１年法律第８２



号）第７条の規定による台帳価格の市町村長への通知

２６ 特別借受宿舎に係る事務のうち敷地の貸付契約手続及び建物の登記並びに宿舎の

借上げに係る事務

２７ 登記嘱託

２８ 不動産登記簿及び公共物の台帳の謄本又は抄本の交付並びに閲覧の申請

２９ 支局所掌業務の処理に必要な戸籍謄本住民票等の交付並びに閲覧の申請

３０ 不動産の評価依頼及び固定資産税評価額等の照会

３１ 租税特別措置法施行規則（昭和３２年大蔵省令第１５号）第１４条第５項第５号

及び５の５に規定する証明書の交付

３２ 駐留軍の用に供する土地等の賃借等の処理に関する訓令（平成１９年防衛省訓令

第７６号。以下「賃借等の処理に関する訓令」という。）第２１条第３項の規定

による土地等の所有者等への工事代行承認の通知

３３ 賃借等の処理に関する訓令第２２条第２項の規定による土地等の所有者等への移

転代行承認の通知

３４ 賃借等の処理に関する訓令第２３条第２項の規定による土地等の所有者等への宅

地造成承認の通知

３５ 賃借等の処理に関する訓令第５５条の規定による賃（転）貸人への賃貸契約期間

更新依頼

３６ 賃借等の処理に関する訓令第５８条の規定による貸付解除に伴う損失補償の通報

３７ 前各号に掲げる以外のもので地方調整官専決を適当と認める通常業務

別表第２ 建設調整官専決事項

１ 建築課、土木課、設備課、建設計画官に関する事項

号 数 事 項

１ 法令、告示及び通達の通知

２ 調査、統計の作成、報告及び資料の収集、定例報告の提出

３ 自衛隊に属する航空機及び艦船への搭乗依頼及び輸送請求、給食その他協力依頼

４ 自衛隊の立入制限施設等への立入申請

５ 防衛省における自衛隊の施設の取得等に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第６

６号。以下「取得等訓令」という。）第２８条第１項及び第２項の規定による工

事契約締結報告書の作成及び送付

６ 取得等訓令第３０条第１項の規定による工事完成状況報告書の作成及び送付

７ 工事成績評定要領について（通知）（平成２８年３月３１日付防整技第７１６０

号）付紙の２の（１）の規定による工事成績の報告

８ 建設工事に関する関係法令等の規定に基づく関係行政機関及び地方公共団体等に

対する通知。申請、協議、届出等

９ 前各号に掲げる以外のもので建設調整官専決を適当と認める通常業務



別表第３ 代 決 者

権限を有する者 代 決 者

支 局 長 地方調整官（総務課、業務課所掌事項に限る。）

建設調整官（建築課、土木課、設備課、建設計画官所掌事項に

限る。）

地方調整官 総務課長

建設調整官 建設計画官


